

第2章　アマゾンの強み
2-1 事業範囲の拡大
　アマゾンは、創業当初から地球上のあらゆる商品を扱う「エブリシングストア」を掲げ、急成長を遂げてきた。しかし、1999年のアマゾンは「オンラインで書籍の販売を中心に、CDやビデオ、家電なども取り扱っているネット通販」という程度で、業績を見ても会社全体の売り上げの8割は、アメリカ国内の書籍の販売だった。そんな中でもアマゾンは当初の姿勢を貫き、小売りで扱う商品以外のものも「売る」ようになったのだ。
　アマゾンのウェブサービスは、アマゾンの事業の中で特筆すべき事業といえる。このサービスはAWSと呼ばれ、もともとは自社の小売業を円滑に進めるためにできたものでクラウドサービスを提供する事業である。IT業界ではアマゾンは世界最大の、企業向けクラウドサービス提供会社として認識されている。大きな企業はそれぞれ独自のサーバーを持っている。たとえば日本の銀行は、伝統的にシステムを自社の大型コンピューターで運用するのが常識で、入出金データなどのシステムに不具合が発生した場合信用問題につながるため、サーバーの開発のために数年かけ、数千億円の投資金額になる場合もある。しかし、AWSは巨大なサーバーを用意しその中のシステムをオンラインであらゆる企業に提供する形にした。そのクラウドサーバーを共有すれば、企業はわざわざ自社内にサーバーを置く必要がなくなり、それぞれの企業が独自にシステムを開発し運用するよりも、はるかに安いコストで高性能なシステムが使えるようになるのだ。自前でサーバーを調達すれば、経年劣化し保守コストがかさむようになるが、AWSならメンテナンスはアマゾンが行うため、企業は常に最新のサービスを利用することができ、事業が成長した時には容量も柔軟に変更することができる。
　ほかにもテクノロジー面でいえば、デジタル端末の「キンドルリーダー」、ネット動画をテレビで視聴できる「ファイアTVスティック」などのハードウェアも独自に開発・販売している。
　世界的な位置付けとしては、アップルやグーグルなどと同じ「テクノロジー会社」であるが、アップルやグーグルはひとつのジャンルの会社として認識され、収益のほとんどもそれに依存しているがアマゾンは、本業をする上で生まれた技術やサービスで横展開できそうなものがあったら，それを育てる。あるいは近接する領域の事業があったら、それに乗り出すという他の企業とは対照的な面が見えてくる。
2-2地球上で最も豊富な品揃え
　現代では、インターネットの登場で、ネットでの買い物が簡単にできるようになった。様々な商品を同じ画面で選択し簡単な支払い方法で買い物ができる。これを究極まで高めたのがアマゾンである。
　アマゾンの品揃えのよさは「マーケットプレイス」のおかげである。マーケットプレイスとは、アマゾン以外の外部事業者が出品できるサービスのことだ。このマーケットプレイスで扱う商品は、アマゾン直販の品数の30倍以上で約4億品目にもの上る。全世界でのアマゾンのサイトからの売買の内訳を見ると、マーケットプレイスに出品している事業者による商品出荷数は、全体の5割を超えた。つまり、アマゾンが自社で消費者に直売しているよ量よりも、アマゾン以外の業者の商品の取り扱いの方が多くなったのだ。
　アマゾンは、外部な企業が思わず活用したくなるFBA（フルフィルメント・バイ・アマゾン）と呼ばれる魅力的なサービスを用意している。これは、マーケットプレイスはただのオンラインの場を提供するだけだが、FBAを利用するとどんな企業でもアマゾンのインフラが使用できる。商品の保管から注文処理、出荷、決済、返品対応まで全てアマゾンがまとめて代行してくれるのだ。FBAの倉庫は年中無休で稼働しているため休日でも即日配送できるので「すぐに欲しい」顧客の要望をくみとり機会ロスも防いでいる。
2-3物流はサービス
　アマゾンは物流のために大型トレーラーを数千台レベルで保有し、航空機をリースで用意するほどだ航空機で運ぶとなると、空港という拠点も必要になるがアマゾンはこれも自社で保有しようとしている。
このような派手な物流網の構築とは別に、アマゾンといえば「ラストワンマイル」である。ラストワンマイルとは消費者の最寄りの物流倉庫から家までの最後の区間を意味する。物流では、ラストワンマイルの費用が最も大きく、ここのコストを削減するためにアメリカではショッピングセンター内などに宅配ロッカーを作り、そこで注文した商品を受け取れるようにしたり、2015年にはUberのような配達システムを導入した。アマゾンがロジスティクス企業と語られる理由がわかる。顧客の要望にの応えるのに必要なインフラを設備することが、アマゾンにとっては他社を突き放す武器なのだ。
2-4便利すぎるアマゾンプライム

　アマゾンプライムとは、年会費を払い会員になると送料無料を筆頭に、過剰な程の特典を受けられる。アメリカでは4人に1人の割合でプライム会員であると言われている。一度入会させてしまえば、便利すぎるが故に脱会するきっかけを奪う機能を多く持ち合わせている。
　人気の理由の一つとして、プライムビデオがあげられる。コンテンツの数はそお多くはないが、オリジナルコンテンツが充実している。元々アマゾンはネット通販で得た消費者のDVDの販売履歴データを持っているためこれを踏まえたニーズを取り込んだ番組制作が可能である。アメリカでは、国民的スポーツのアメフトリーグNFLのネット中継の放映権を獲得し世界の有料会員に配信した。ここまですれば、顧客のライフスタイルに簡単に入り込んでしまうし、会員であり続けるとついアマゾンでまた物を買ってしまう。プライムサービスとはそういうシステムなのである。これからは、ネット通販目的ではなく、動画配信サービスや音楽を目的にプライム会員になる利用者も確実に増えていくだろう。
2-5意図的な赤字
　アマゾンが世界の競争原理を塗り替えるような企業になりえた理由の一つが財務戦略である。優良な企業は会社の利益を株主に配当という形で還元する。しかしアマゾンは配当に回すほどの利益を出していないため1997年の上場以来、株主に配当を一度も支払ったことがない。事業が順調どころか、飛ぶ鳥を落とす勢いになった2010年代には赤字である。しかし、ジェフ・ベゾスCEOは「（決算上の赤字は）意図的なもの」の語っている。これこそがアマゾンがビジネスを拡大できた秘密であると言える。
　ベゾスはキャッシュフロー経営を重視していた。ひとことで表すと「その会社の現金が、どう調達され、どう使われたか」をしっかり把握する経営のことだ。アマゾンのキャッシュフローを「純利益」「営業キャッシュフロー」「フリーキャッシュフロー」「売上高」この4つの点から見る。まず見るのは、営業キャッシュフローだ。営業キャッシュフローとは単純に売上から仕入れを引いた値だ。ここから、本業が生み出す現金がいくらなのかがわかりアマゾンは右肩上がりに成長し本業が現金を生みしている。フリーキャッシュフローとは、営業キャッシュや事業拡大に必要な設備投資などの投資を引いた数値である。つまり、これがその会社がこれから自由に使えるお金である。借金の返済、社債の償還、株主への配当など、必要なものを払ったあとのお金で企業が自由に使えるお金である。フリーキャッシュフローも2009年度までは営業キャッシュフローに比例して伸びているが、注目すべきは2010年度から12年度にかけて減少している点である。もちろん営業キャッシュフローは伸びているのに、2012年度にフリーキャッシュフローは激減している。

つまり、この時期にアマゾンは本業で稼いだ営業キャッシュフローのほとんどを投資に回しているという。莫大なキャッシュを、たとえ赤字になっても、株価が下がっても惜しげもなく常に新しいインフラや新規事業に投資することで短期的な利益でなく長期的な視点をもつことで事業拡大や成長を実現できたと言える。
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